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別紙

東海第二発電所 重大事故等発生時の要員参集に係る

貴センター敷地内の通行の依頼について

１．ご協力いただきたい事項

（１）貴センターの敷地内を通行する運用の実施 

東海第二発電所の重大事故等発生時における災害対策要員の発電所への参集及び車

両・資機材（以下、「災害対策要員等」という。）のため，貴センターの敷地内を通行さ

せていただきたく，以下の運用の実施についてご協力をお願いいたします。（図１及び

図 2 参照） 

① 平時より，各事業者（貴センター，日本原子力研究開発機構殿，弊社）は連絡窓口

を設置すること。

② 重大事故等発生時及びその発生の恐れがある場合には，各事業者の連絡窓口の間で，

参集ルートの状況について，適宜，情報共有を行うこと。

③ 重大事故等発生時には，予め両機関で決めた手続きを行ったうえで，弊社災害対策

要員等が貴センターの敷地内を通行することができるようにすること。

④ 上記③において，敷地内の参集ルート上に，弊社災害対策要員等の通行に支障をき

たす障害物等が確認された場合には，協議の上，貴センター又は弊社が障害物等の

撤去を行うこと。

なお，上記の運用（①～④）に係る，今後の具体的な取り決めにおいては，貴センタ

ー及び日本原子力研究開発機構殿の災害対策要員等が弊社の敷地内を通行することも

対象といたします。 

２．これまでの経緯

弊社は，東海第二発電所の新規制基準適合性審査への対応として，重大事故等発生時に

おいて災害対策要員等が発電所外から確実に参集するため，発電所進入道路（常時通行し

ているルート）以外の参集ルートについて，貴センター及び日本原子力研究開発機構殿と

協議させていただいてきました。 

これまでの協議において，貴センターの敷地内を通行することについて，前記の運用

（①～④）の実施についてご理解をいただいておりますが，このたび，その内容について

文書にて合意させていただきたく，ご検討をお願いするものです。
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※ 上図に示すルートのうち，南側ルート，西側ルート及び南西側ルートが

貴機構敷地内を通行することを想定しているルート

図１ 発電所への参集ルート
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：要員参集ルート

図 2 参集ルート 

① 交付金事業用地（国所有）

② 交付金事業用地（日本原子力研究開発機構からの借地）

③ 特別会計用地（日本原子力研究開発機構からの借地）
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